
河川事業の事後評価項目調書 

事 業 名 (箇所名) 弥栄ダム ダム湖活用環境整備事業 
事 業

主 体 
中国地方整備局 

実  施  箇  所 広島県大竹市、山口県岩国市 

該  当  基  準 事業完了後一定期間(5 年以内)が経過した事業 

事  業  諸  元 実施内容：護岸、整地、緑地整備、管理道等 

事  業  期  間 平成 9年度～平成 16 年度 

総 事 業 費 (億円) 約 19 億円 

目 的 ・ 必 要 性 

弥栄ダム周辺の関係市町村である旧美和町の人口は減少傾向が続くとともに、若年層

が減少し高年齢者の増加が目立っていた。さらに、過疎法による「過疎地域自立促進特

別措置法」の地域に指定されるなど、地域活性化の必要性に迫られていた。 

 弥栄ダムの環境整備を促進することにより、ダムを中心とした周辺地域の活性化を図

る。 

 

便 益 の 主 な 根 拠 

・弥栄ダム利用者数： 236.4 千人（平成 18 年度ダム湖利用実態調査） 

           （内訳 ダム 5.6 千人、湖面 49.6 千人、湖畔 181.3 千人） 

・便益算定方法： TCM 

・残存価値： 4.5 億円 

・総便益： 119 億円 

 B:総便益 (億円) C:総費用 (億円) Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ EIRR(%) 基準年度

再評価 総便益 － 総費用 － － － － － 
事  業  全  体  の 

投  資  効  率  性 

事後 総便益 119 総費用 75 1.6 44 9.3 H21 

事業の発現状況 

・ダム湖面へのアクセスが向上し、湖面利用が活発となったほか、ダム湖周辺施設の充

実により親水活動が促進され、多くの人に利用されている。 

・ダム湖周辺施設において、各種イベントが開催され地域住民の交流の促進や地域活性

化に寄与している。 

事業実施による環境 

の変化 
－ 

社会経済情勢等の変化 

・水源地域 3市（旧 2市 3町）の人口は、全体でみると緩やかに減少傾向にある。 

・世帯数は増加しているが、世帯人数は減少しており、核家族化が進行している。 

・就業者数については、第 3次産業従事者が多い。産業別の比率では第三次産業が増え、

就業者人口が平成 12 年の約 95％となっている。 

 

今後の事後評価の必 

要性 

・事業効果が発現し、大きな社会情勢等の変化も見られないことから今後の事後評価の

必要性はない。 

改善措置の必要性 ・事業の効果が発現されていることから、改善措置の必要性はない。 

同種事業の計画・調 

査のあり方や事業評 

価手法の見直しの必 

要性 

・本事業で用いた事業評価手法は妥当と考え、見直しの必要はない。 

対 応 方 針 (原案) 対応なし 

対 応 方 針 理 由 

・湖面利用や親水活動が促進され多くの人に利用されている。 

・地域住民の交流や地域活性化への取り組みがされている。 

・費用便益比は 1.6 である。 

そ の 他 － 
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弥栄ダム ダム湖活用環境整備事業

（事後評価の報告）

平成２２年７月２７日
国土交通省 中国地方整備局
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フォローアップ制度による事後評価の扱い

１ フォローアップ制度の位置づけ
【国土交通省所管公共事業の完了後の事後評価実施要領（H20.7.1）第４ １．（６）】

「ダム等の管理に係るフォローアップ制度」の対象となるダム事業において、当該制度
に基づいた手続きが行われる場合については、本要領に基づく事後評価の手続きが
行われたものとして位置付けるものとする。」

２ 事業評価監視委員会への報告
【河川及びダム事業の完了後の事後評価実施要領細目（H21.4.1）第４ １．（３）】

実施要領第４ １．（６）の規定に基づき事後評価の手続きが行われた場合には、その結
果を事業評価監視委員会に報告するものとする。

３ 中国地方整備局事業評価監視委員会における事務
【中国地方整備局事業評価監視委員会規則第２条一】

整備局が作成した再評価及び事後評価を実施する事業の一覧表及び対応方針（原案）
の提出を受け、要領に基づく再評価及び事後評価システムの運用状況等について報告を
受けること。
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中国地方ダム等管理フォローアップ委員会

苫田ダム
菅沢ダ
ム

坂根ダム

灰塚ダム

八田原ダ
ム

芦田川河口
堰

土師ダム

温井ダム

高瀬堰
弥栄ダム

島地川ダ
ム

フォローアプ委員会（H22.3.17)

第１６回中国地方ダム等管理フォ
ローアプ委員会を平成２２年３月１７日
に広島市内において開催し、弥栄ダム
ダム湖活用環境整備事業事後評価に
ついて審議が行われた。

《 中国地方におけるフォローアップ
対象施設 ： 8ダム３堰 》

菅沢ダム、土師ダム、島地川ダム、
弥栄ダム、八田原ダム、温井ダム、
苫田ダム、灰塚ダム、高瀬堰、坂根堰、
芦田川河口堰
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中国地方ダム等管理フォローアップ委員会

岡山大学大学院 社会文化科学研究科 教授内田 和子委 員

宇部短期大学 名誉教授脇坂 宣尚委 員

鳥取大学大学院 工学研究科 教授檜谷 治委 員

広島女学院大学 名誉教授中林 光生委 員

山口大学 名誉教授中西 弘委 員

広島大学 名誉教授中川 平介委 員

熊本大学 文学部 総合人間学科 教授徳野 貞雄委 員

鳥取大学 地域学部 地域環境学科 教授鶴崎 展巨委 員

岡山大学 学長千葉 喬三委 員

広島大学大学院 工学研究科 教授河原 能久委 員

福山大学工学部 建設環境工学科 教授尾島 勝委 員

山口県立大学 大学院健康福祉学研究科 教授小川 全夫委 員

広島大学大学院 生物圏科学研究科 教授今林 博道委 員

岡山大学 名誉教授名合 宏之委員長

所 属氏 名委員等

※委員は50音順

委員名簿
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1. 1. 小瀬川小瀬川流域の概要流域の概要と弥栄ダムの位置と弥栄ダムの位置

小瀬川は、広島県と山口県の県境
に位置し、瀬戸内海へ流入する流域
面積340km2、幹川流路延長59kmの一級
河川である。

出典：「第84回河川整備基本方針検討小委員会資料」(平成20年1月11日)
「小瀬川河川整備基本方針検討業務 報告書」（平成20年3月）

①小瀬川上流部（39K付近） ②弥栄峡（22K付近）

③中津原付近（５K付近） ④河口部

①

②

③

④

○数字は写真の位置を示す
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2. 2. 弥栄ダムの概要弥栄ダムの概要

弥栄ダムは、一級河川小瀬川の広島県大竹市および山口県岩国市の境に、洪水調節、流
水の正常な機能の維持、都市用水、発電を目的として建設された重力式コンクリートダム
である。

【貯水池容量配分図】【ダムの諸元】

提 高 ：120.0m

提 頂 長 ：540.0m

集水面積 ：301.0km2

湛水面積 ：3.6km2

総貯水容量 ：112,000,000m3

有効貯水容量：106,000,000m3

堆砂容量 ：6,000,000m3

【目 的】

洪水調節

計画高水流量:2,600m3/s 調節量:1,700m3/s

都市用水

上水道：110,500m3/日 工業用水道：70,500m3/日

発電

最大出力：7,000kW 年間発生電力量：21,574MWh
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3.1 3.1 環境整備事業環境整備事業のの経緯経緯

◆弥栄ダム周辺地域活性化計画（平成10年10月策定）
→農林水産省の農村総合整備事業と旧建設省のダム湖活用環境整備事業との連携

◆弥栄ダム周辺地域活性化促進プラン（平成14年7月策定）
→「弥栄ダム周辺地域活性化計画」の事業促進を図る

（年度）
事業 実施者 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

農村総合整備事業

ダム湖活用環境整備事業

ダム周辺環境整備事業

農林水産省

国土交通省

市町



77
3.2 3.2 事業の背景と事業の背景と必要性必要性

◆弥栄ダム周辺の関係市町村である旧美和町の人口は減少傾向が続くとと
もに、若年層が減少し高年齢者の増加が目立っていた。

◆旧美和町においては、過疎法による「過疎地域自立促進特別措置法」の
地域に指定されるなど、地域活性化の必要性に迫られていた。

◆集客力が見込まれる弥栄ダムの環境整備を促進することにより、ダムを
中心とした周辺地域の活性化を図る必要があった。

◆弥栄ダムは、平成９年度に「地域に開かれたダム」の指定を受け、農林
水産省の農村総合整備事業との事業連携として、ダム湖活用環境整備事
業が採択される

◆これら事業による公共事業の相乗効果を引き出し、地域の活性化を図ろ
うとする計画「弥栄ダム周辺地域活性化計画」と、同計画をハード、ソ
フト両面の総合的な施策によって事業促進を図る「弥栄ダム周辺地域活
性化促進プラン」の２つの計画を、弥栄ダムの「水源地域ビジョン」と
して策定した。

事業の背景と必要性
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3.3 3.3 整備内容整備内容

◆ダム湖活用環境整備事業（H9～H16）

大竹市自然の家やさか

国土交通省河川プール
弥栄ダム
パノラマ学習ゾーン

国土交通省親水護岸・湖上ステージ

国土交通省イベント広場

国土交通省百合谷水辺公園

国土交通省明神原なごみ広場

国土交通省大根川地区親水公園

国土交通省岸根地区親水公園

国土交通省浮き桟橋

農林水産省百合谷農村公園

岩国市レイクプラザやさか

弥栄湖
センターゾーン

国土交通省白滝親水護岸

国土交通省弥栄オートキャンプ場

国土交通省・大竹市川真珠貝広場

国土交通省・岩国市弥栄キャンプ場

農林水産省マロンの里

弥栄峡
アウトドアゾーン

主体整備内容ゾーン
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4.1 4.1 費用対効果分析にあたっての対象事業費用対効果分析にあたっての対象事業

一般的には、ダム湖活用環境整備事業（以下「整備事業」という）費用
対効果の算定は、当該事業に関する事業費と便益を用いて算定する。しか
しながら、今回対象の整備事業（国土交通省が平成9～16年度に実施した事
業）は、農林水産省が平成11～平成13年度に実施した農村総合整備事業、
およびダム周辺の市町（大竹市、旧美和町、旧岩国市）が平成元年～平成
13年度に実施したダム湖周辺の環境を整備する事業と一体となって機能し、
ダム湖を訪れた人たちによって利用されている。したがって、本費用対効
果の算出に当たっては、上記3種の事業（国土交通省・農林水産省・市町）
全体で効果が発生しているものと考える。また、事業費についても、国土
交通省・農林水産省・市町が行った全体の事業費を対象として算出する。

（年度）
事業 実施者 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

農村総合整備事業

ダム湖活用環境整備事業

ダム周辺環境整備事業

農林水産省

国土交通省

市町
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4.2 費用便益比の算定

・評価対象期間（耐用年数）：20年
・割引率：4％
・評価年：平成21年
・残存価値：総事業費の10％と設定

9.31%
経済的

内部収益率

4,366百万円純現在価値

1.6費用便益比

7,500百万円総費用

11,865百万円総便益

・弥栄ダムの周辺環境整備に関する事業の費用便益比
（B/C） は1.6と算定。
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自然環境のなかの快適空間として利用されている ～利用状況～

◆浮き桟橋により湖面利用が活発となったほか、キャンプ場、親水公園なども整備
され、ダム湖周辺での親水活動等が促進され多くの人に利用されている。

5.1 5.1 事業の効果の発現状況事業の効果の発現状況①①

弥栄キャンプ場 川真珠貝広場 浮き桟橋（レンタルボート）

弥栄オートキャンプ場 岸根地区親水公園 明神原なごみ広場
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ダム周辺施設利用者数の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

(人
)

弥栄峡

マロンの里交流館

自然の家やさか

川真珠貝広場

弥栄オートキャンプ場

弥栄キャンプ場

百合谷農村公園

百合谷水辺公園

カヌーフィールド百合谷

レンタルボート

弥栄湖スポーツ公園

美和パークゴルフ場

レイクプラザやさか
（弥栄湖情報センター）

弥栄ダム展示資料室

マロンの里交流館の
オープン

弥栄ダム記念
館の改装

周辺施設への入込み効果（ダム周辺環境整備施設への入込み）

◆平成12年にマロンの里交流館がオープンしたことと、弥栄ダム記念館が「レイクプラザやさか」として
リニューアルしたことから利用者数が大きく伸び、マロンの里が出来た当初は約25万人前後であったが、
近年は20万人前後で推移している。

5.2 5.2 事業の効果の発現状況事業の効果の発現状況②②
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流域住民の自然体験や交流の促進がなされている

◆弥栄湖サマーピクニック2008（旧弥栄湖スポーツフェスティバル）では、テニス
大会、パークゴルフ大会、写生大会、水上スキー体験、弥栄湖遊覧船といったイ
ベントが行われた。

5.3 5.3 事業の効果の発現状況事業の効果の発現状況③③

出典：弥栄ダム管理所HP

テニス大会 パークゴルフ大会 弥栄湖遊覧船

カヌー教室 チェーンソーアート 写生大会
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地元住民による地域活性化が促進されている

◆美和サンチャロウまつり：毎年九州から岡山辺りまでの、広い地域から数万人
の参加がみられる。

5.4 5.4 事業の効果の発現状況事業の効果の発現状況④④

みちゃろう芸能大会 つくっちゃろうふれあい広場

こうちゃろう物産展 くうちゃろうコーナー あるいちゃろう10,000歩ラリー大会

出典：やましろ商工会美和支部HP
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66.. 社会経済情勢の変化社会経済情勢の変化

近年の人口及び就業者数は減少傾向にある。

◆水源地域3市（旧2市3町）の人口は、
全体でみると緩やかに減少傾向にあ
る。

◆世帯数は増加しているが世帯人員は
減少しており、核家族化が進んでい
ると考えられる。

◆就業者数については、第3次産業従事
者が多い。産業別の比率では第三次
産業が増え、就業者人口が平成12年
の約95％となっている。

 
水源地域人口

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

大竹市 (旧)佐伯町 (旧)大野町 (旧)岩国市 (旧)美和町

（人）

S45年 S50年 S55年 S60年 H2年 H7年 H12年 H17年

【人口の推移】

【世帯数の推移】【産業別就業者数の推移】

水源地域

0
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300000
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（人）

人口

就業者数

世帯数（総数）

水源地域

3,388

3,186

29,342

24,999

53,623

53,618

453

768

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成12年

平成17年

第1次産業 第2次産業 第3次産業 分類不能
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77.. 今後の事後評価の必要性今後の事後評価の必要性

◆費用便益比は１．６である。

◆ダム湖面へのアクセスが向上し、湖面利用が活発となっ
たほか、ダム湖周辺施設の充実により親水活動が促進され、
多くの人に利用されている。

◆ダム湖周辺施設において、各種イベントが開催され地域
住民の交流の促進や地域活性化に寄与している。

◆事業効果が発現し、大きな社会情勢等の変化もみられな
いことから今後の事後評価の必要性はない。
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88.. 改善措置の必要性改善措置の必要性

◆事業の効果が発現されていることから、改善措置の必要性
はない。
今後は、河川水辺の国勢調査（利用実態調査）により利用
状況の把握に努め、必要に応じて改善措置をダム等管理
フォローアップ委員会で審議する。



1818 9. 同種事業の計画･調査のあり方、
事後評価手法の見直しの必要性

◆特にない。




